令和　　年　　月　　日

　宮崎県森林・山村多面的機能発揮対策地域協議会会長　殿

〔活動組織名〕　　　　　　　　
〔代表者氏名〕　　　　　　　　
　　　令和５年度森林・山村多面的機能発揮対策交付金に係る消費税

　　　の還付を受けない団体であることの届出書

　〔活動組織名〕は、森林・山村多面的機能発揮対策交付金交付要綱（平成25年5月16日25林整森第60号農林水産事務次官依命通知）第6の2及び第14の3の消費税の還付を受ける場合の規定に関し、下記要件に該当し消費税の還付を受けない団体であるので届け出ます。

記

１　活動組織の性格

　□　活動組織の構成員が単一の課税事業者ではなく、かつ活動組織が独自の

　　会計を行っている。

２　消費税の申告義務

　□　活動組織の前々年の課税売上高が１，０００万円を超えていない。

３　消費税の不還付要件

　□　ａ．消費税の申告をしていない。

　□　ｂ．簡易課税方式により申告している。

　□　ｃ．特定収入割合が5％を超えている。

　□　ｄ．補助対象経費に係る消費税を、個別対応方式において「非課税売り

　　　　上げのみに要するもの」として申告している。

　□　ｅ．補助対象経費が人件費等の非課税仕入となっている。

※　該当するすべての事項にチェック（☑）すること。

※「１」または「２」及び「３のａ」に該当しないときは、仕入れ価格から消費税を除いて申請すること。
